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議題(２) ｢新市将来構想等」の策定方法について 

 

 

  資料  策定の方法について・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ２～４ 

 

  議案  小委員会の設置について・・・・・・・・・・・・・ Ｐ５～７ 
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策定の方法について 

 

１ 策定の方法   

  構成市町村が合併したと想定し、マーケティングを徹底した中で、新市の将来性

や可能性等の検証を行い、20年・30年先を見据えた 30万都市としての状態を住民

の視点でベストな姿になるように追求し、それを実現するための戦略や仕組み等を

構築していくものとする。 

 

２ 誰のために策定するのか 

 新市将来構想は、次世代を担う今を生きる子供たちを中心に、合併市となると想

定した場合の全住民のために策定する。 

 

３ 策定期間等 

  平成 15年 2月から平成 15年 7月とする。 

 任意合併協議会には毎回作業の進捗状況を報告し、平成 15年 4月には中間報告、

7月に最終報告を行うものとする。 

 

４ 長岡地域市町村合併研究会報告書との関連 

  研究会では、目指すべき都市像（理念）や目指すべきまちづくりの方向が素案と

して示されているが、他の方向性も探りながら様々な視点での検証を行っていく。 

   

５ 策定の体制  

 「合併は 50 年に 1 度の新しいまちづくりの大きなチャンス（価値観を変える時

代の到来）」（研究会報告書）であることからも、策定の体制を創意工夫していくも

のとする。 

 (1)  協議会に策定のための小委員会を置く。 

 

 (2) 策定のための体制  

   ① 任意合併協議会 

      新市将来構想の最終的な意思決定組織とする。 

   ② 新市将来構想策定小委員会 

      協議会からの付託により新市将来構想を詳細に協議・検討する。 
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   ③ 住民参画等 

  住民アンケートの実施、有識者・企業ヒアリング、住民ヒアリング等を

実施する。 

   ④ 企画・総合計画分科会及び各分科会 

     分野別に調査・検討を行う。 

⑤ コンサルタント 

     新市将来構想策定の支援を行う。 

⑥ 事務局 

     新市将来構想策定に関し必要なこと全般や資料作成を行う。 

 

６ 各種意見の反映 

新市将来構想を策定するにあたっては、より多くの住民の意見や意向を把握する

ために、住民参画等の手法を取り入れていく。（住民アンケートの実施、有識者・

企業ヒアリング、住民ヒアリング等） 

ただし、手法や分析方法については今後検討していく。 

 

７ 留意事項 

策定期間が短く、各市町村の地域特性が異なり、価値観が不明確かつ複数あり、

結果については未知の度合いが高いことから、策定にあたってはスケジュール管理

や体制、作業内容等については創意工夫しながら柔軟に対応していくものとする。 
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《作業項目》 

調 査 ・ 現 状 分 析 

・社会情勢の動向整理 

・基本方針の整理 

・自治体マーケティング 

・環境マーケティング 

・各市町村の総合計画の整理 

・現況調査マップの作成 

 

将来性や可能性等の検討 

○ 検 証 

・将来都市像と基本目標の検討 

・財政シミュレーション 

・合併による影響予測 

・３０万都市行政経営モデルの検証 

○ 構 築 

・新市戦略プロジェクトの検討 

・土地利用ゾーニングの策定 

・地域別整備方針の策定 

・新市分野別まちづくりの方向性検討 

・住民自治形成の検証 

 
 

 

 

 

  

《住民参画》 

 

住民ヒアリング

・住 民 

・各種団体 

ヒアリング企画

・有識者 

・企 業 

住民アンケート

・８市町村 

新市将来構想策定の流れ（案）

住
民
の
皆
様
が
新
し
い
ま
ち
づ
く
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に
参
画
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新市将来構想（まちづくりビジョン）策定 

① 新市のまちづくり基本理念  ③ 新市のまちづくり構想 

  新市が目指すべきまちづくり将来像を      目指す将来像を実現するための 
  支える理念を示します。            基本的なまちづくり構想を示します。 

② 新市のまちづくり将来像  ④ 新市のプロジェクト 

  新市が目指すべきまちづくり将来像を      まちづくり構想に必要と考えられ 
  長期的視野から示します。           るプロジェクトを創出し、示します。 

まちづくりの 

方向性や地域 

 の将来性につ 

いての意見・ 

要望 
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小委員会の設置について 

 
 長岡地域任意合併協議会では、任意合併協議会規約（以下に抜粋を示す）に基づき

小委員会を設置することができるとされている。 

長岡地域任意合併協議会規約 
                    （平成 15年１月１日施行）      

・・・（第１条から第７条略） 
 （小委員会） 
第８条 任意協議会には、その協議事項を専門的に調査、研究させるため、小委員会

を置くことができる。 
２ 小委員会の組織、運営、その他必要な事項は、会長が会議に諮って別に定める。 
・・・（第９条以降略） 

 
 

 第１回任意合併協議会で承認された協議項目である市町村建設計画を念頭に置い

た新市将来構想の策定については、当初から任意合併協議会委員の参画が必要不可欠

となる。 
しかしながら、短期間に効率的な策定作業を行い、実効性の高い構想を策定するに

は、開催回数や時間の限られた任意合併協議会の中では困難が伴うと予想されるため、

任意合併協議会規約に基づく小委員会を設置し、任意合併協議会の付託事項として小

委員会において素案を作成することとするもの。 
 なお、小委員会は任意合併協議会委員の中から選出される者によって構成されるも

のとする。 
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長岡地域任意合併協議会 
新市将来構想策定小委員会設置要領（案） 

 
１ 目 的  本任意合併協議会の主要事業である新市将来構想策定にあたり、構想

を真に住民のものとし、かつ実効性のあるものとするためには、構想案

策定時から、任意合併協議会委員が参画することは必要不可欠である。

そこで「新市将来構想策定小委員会」（以下「小委員会」という。）を設

置する。 

 
２ 委 員  小委員会の委員は１７名とし、構成市町村からそれぞれ任意合併協議

会委員２名と学識経験者の 1名が参加する。その内訳は、以下のとおり
とする。 

      (1) 構成市町村の助役各１名 
      (2) 構成市町村の議会代表または住民代表各１名 
      (3)  学識経験者 1名 

なお、上記（2）の委員については、各代表のうちから互選で選
出する。（3）の委員については、会長が選出する。 

 
３ 組 織  小委員会に委員長及び副委員長を置く。 

 
４ 内 容  ８市町村が合併したと想定し、長岡地域の発展と今を生きる子供たち

の未来のためにも何が必要かを検討していき、目指すべきまちづくりの

方向を定めた将来構想の素案を作成する。 

 
５ 任 期  平成１５年３月から新市将来構想策定日まで 

 
６ 委員会  小委員会は随時開催するものとする。また、小委員会での協議結果に

ついては、直近の任意合併協議会において報告するとともに、小委員会

で作成した基本理念や将来都市像などを任意合併協議会に諮るものと

する。 
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新市将来構想策定体制イメージ図(案) 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 本体制図はイメージであるとともに、業務の進捗状況や内容等により柔軟に対応

するものとします。

 

任意合併協議会 

【委員 51人】 

新市将来構想策定小委員会 

【委員 17人】 
 
・各市町村 2人(助役各 1人、議会代表または

住民代表各１人)    16人 
・学識経験者            1人 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
★ 調査・検討等 
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住 民 参 画 等 
 
・ 住民アンケート 
・ 住民ヒアリング 
・ 各種懇談会 
・ 有識者ヒアリング 
・ 企業ヒアリング 
・ ・・・・・・ 
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素案提案 付託 



合併に係る総合コンサルティング業務委託業者決定の経緯 

 
１ 委託業者名    建設技術研究所・UFJ 総合研究所共同体 

（共同体代表者）株式会社 建設技術研究所 
                   東京都中央区日本橋本町 4-9-11 
                              代表取締役社長  石井弓夫 
 
２ 委託予算金額   平成１４年度 ７００万円 
 
３ 契約締結時期   ２月下旬 
 
４ 選定の経緯     本業務については、プロポーザルの手法で、コンサルタ

ント会社１１社中７社から企画提案書の提出を受け３日

間に渡り、事務局で専門にヒアリングを実施した。業務遂

行能力、担当者の経験と能力、業務への取り組み姿勢と考

え方、ノウハウ等を総合的に比較検討し、上記業者を選定

した。 
 
 
５ 委託業者の主な実績  

北陸の地域づくり戦略に関する調査業務委託 
                         （北陸建設弘済会） 
           長崎地域新市建設計画策定支援 
                         （長崎地域合併協議会） 
           豊田市第６次総合計画基礎調査  
                         （豊田市） 
             
 
６ 体制       総合コンサルタントとシンクタンクのジョイントによ

り、各専門領域を融合させた総合的な支援体制で当業務に

対応する。 
建設・経済等の各分野における学識者との連携によって

多方面からの精度の高い情報を集積させる。 



　　　新市将来構想策定作業 協議会との関連

２月

３月

４月

５月

６月

７月

新市将来構想策定スケジュール《現在案》

地 域 の 現 状 調 査 ・ 分 析
新 市 将 来 構 想 策 定 小 委 員 会 の 設 置

住民アンケート調査
実 施 ・ 回 収

住民アンケート分析
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新 市 将 来 構 想 素 案 作 成

小委員会設置の承認・付託

毎 回 の 協 議 会 へ の 報 告

※ 中 間 報 告 （ ４ 月 ）各種調査・分析・
検証

協 議 会 で の 検 討

     報告・修正

新 市 将 来 構 想 承 認
  素案提出・承認

新市将来構想報告書の作成・住民への周知


